予算要求資料
平成26年度当初予算　支出科目　款：総務費　項：企画：企画開発費　目：国際化推進費
	事業名　外国籍の子どもの進学支援事業費補助金


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）

商工労働部　観光交流推進局　国際戦略推進課　地域国際化係
　電話番号：058-272-1111（内2354）E-mail：c11129@pref.gifu.lg.jp
	（平成２６年４月１日以降のこの事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　

環境生活部　環境生活政策課　地域コミュニティ室　多文化共生係　
電話番号：058-272-1111（内2405）E-mail：c11260@pref.gifu.lg.jp　 


１　事業費　　　2,304千円（前年度予算額：4,200千円）
＜財源内訳＞　
	区　分
	事業費
	財　　　　源　　　　内　　　　訳

	
	
	国　庫

支出金
	分担金

負担金
	使用料

手数料
	財産収入
	寄附金
	その他
	県　債
	一　般

財　源

	前年度
	4,200
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	4,200

	要求額
	2,304
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	2,304

	決定額
	2,304
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	2,304


２　要求内容
（１）要求の趣旨（現状と課題）
平成２０年秋の経済危機以降、職を失い生活に困窮しつつも県内にとどまった在住外国人の多くは、将来も日本で生活することを考えている。その子どもたちは、年少時に来日、もしくは日本生れであり、成長とともに中学生が増加、現在、高校進学の時期を迎えている。また最近では、ブラジル人のみならず、フィリピン人が家族を日本へ呼び寄せるケースも増えてきており、その結果、十分な日本語能力、学力が備わらないまま中学卒業に至る外国籍の子どもが増えつつある。　
（２）事業内容

上記のような子どもたちの将来の可能性を広げるため、就学年齢を超えて高等学校進学などを目指す外国籍の子どもを対象として、補習校的な進学支援教室を開設し、日本語指導、進学に必要な教科指導、受験準備、進路に関する相談・指導等を行い、希望する高等学校に進学、就学、そして就職ができるような支援を行う。

これにより、外国籍の子どもたちが将来にわたって日本で生活基盤を確立し、地域の一員としてともに暮らすことができるような多文化共生社会づくりを推進する。
○期間：４月～３月の間の最大１２０日程度（週2.5日×4週×12月）

○対象：高校進学を目指す子ども等　１カ所１０名程度

○内容：
・日本語強化授業（日本語能力試験N1程度を目指す）
・中学校中退者及び義務教育年齢を超過した者向け中学校卒業認定試験対　

　策（５教科）

・中学校卒業者向け高校受験対策（５教科等、受験予定校の受験科目）

・進路指導授業（進学・就職に必要な学力と資格、奨学金情報の提供、学校視察）

　　　○実施体制：
県内でニーズの高い地域の市町と協力のうえ、県内２ヵ所で実施する。
教室(場所)と支援者（教員OB等の指導者）の確保できる国際交流協会
やＮＰＯへの補助事業とする。
（３）県負担・補助率の考え方
自己負担分を除く１０／１０。

但し、予算額を上限とし、各団体あたり1,152千円。
（４）類似事業の有無
      無
３　事業費の積算内訳
	補助事業内容
	補助金内訳
	事業内容の詳細

	報償費
	720千円
	日本語指導、教科指導等

	旅費
	32千円
	コーディネータ等旅費

	会議費
	10千円
	会議費

	消耗品費
	　72千円
	資料コピー代、指導者テキスト代等

	役務費
	10千円
	通信運搬費

	使用料及び賃借料
	308千円
	教室借上料、学校視察バス借上等

	小計（１カ所あたり）
	1,152千円
	

	合計
	2,304千円
	(1,152千円×２団体)


	　決定額の考え方　



４　参考事項

（１）後年度の財政負担
県主導のモデル事業としてまず２地域で実施し、実績を作ることで将来的には民間主導による事業へつなげる
（２）事業主体及びその妥当性
当該事業をＮＰＯ等が実施することにより、独自の人脈や専門的なノウハウを活用して、広域的に事業が展開できる。
事業評価調書
	□  新規要求事業　

	■  継続要求事業


	１　事業の目標と成果


（事業目標）

	・何をいつまでにどのような状態にしたいのか
　就学年齢を超えて高等学校進学などを目指す外国籍の子どもを対象として、意欲のあるNPO法人等が開設する補習校的な進学支援教室を支援し、日本語指導、進学に必要な教科指導、受験準備、進路に関する相談・指導等を行い、進学、就学、そして就職を促進する。


（目標の達成度を示す指標と実績）
	指標名
	事業開始前
	指標の推移
	現在値
	目　標
	達成率

	受講生の数（累計）

	（H　）
	（H  ）
	35人
（H24）
	21人
（H25）
	25人
（H26）
	％
　60.0

	
	（H　）
	（H　）
	（H　）
	（H　）
	（H　）
	％



○指標を設定することができない場合の理由
	


（平成25年度の取組）

	・事業の活動内容（会議の開催、研修の参加人数等）

以下の２団体に補助金を交付し、外国籍の子どもに対して、日本語指導、進学に必要な教科指導、受験準備、進路に関する相談・指導を実施

　NPO法人ブラジル友の会　　　　　　６名

　NPO法人可児市国際交流協会　　　１５名



（平成25年度の成果）

	・平成25年度の取組により得られた事業の成果、今後見込まれる成果

　NPO法人ブラジル友の会及びNPO法人可児市国際交流協会が開設する進学支援教室に、計２１名が参加。進級や進学、中学卒業程度認定試験等に向け励んでいる。　


	２　事業の評価と課題


（事業の評価）

	・事業の必要性（社会経済情勢等に沿った事業か、県の関与は妥当か）

○：必要性が高い、△：必要性が低い

	(評価)

○

	景気が低迷する中でも定住する外国籍の子どもと父兄から、進学支援教室に対するニーズは多数寄せられていることから、事業の必要性が高い。

	・事業の有効性（指標等の状況から見て事業の成果はあがっているか）

　○：概ね期待どおり又はそれ以上の効果が得られている、△：まだ期待どおりの成果が得られていない

	（評価）

○

	NPO法人ブラジル友の会及びNPO法人可児市国際交流協会が開設する進学支援教室に、計２１名が参加。進級や進学、中学卒業程度認定試験等に向け励んでおり、今後数年の後に、具体的な進学や就学に繋がると見込まれる。

	・事業の効率性（事業の実施方法の効率化は図られているか）

　○：効率化は図られている、△：向上の余地がある

	(評価)

○

	補助対象者が有する定住外国人コミュニティにおけるネットワーク等の活用により受講者を幅広く募集するとともに、受益者負担の原則から、受講者又は補助対象者の負担により一定の授業料を徴収することなどにより、効率化を図っている。


（今後の課題）

	・事業が直面する課題や改善が必要な事項
在住ブラジル人が減少・横ばい傾向にある一方、新たにフィリピン人や中国人などが増加する傾向にあり、また市町村や民間団体、外国人コミュニティ等より、国際交流から多文化共生（教育・労働、生活、コミュニケーション（言語））までの幅広い分野に係るニーズに対応する必要がある。


（次年度の方向性）
	・継続すべき事業か。県民ニーズ、事業の評価、今後の課題を踏まえて、今後どのように取り組むのか

当該事業は３年間のモデル事業であり、引き続き来年度は、進学支援教室の運営を支援することにより、外国籍の子どもが希望する進学、就学、そして就職が叶うよう努める。

なお、再来年度以降の民間運営を目指し、地域の意欲あるＮＰＯ法人や企業等を掘り起こして、多様な担い手による進学支援教室の運営体制を模索していく。


